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流通チャネルと分業関係
宮 崎 卓 朗
はじめに
日本の流通チャネル研究において取引費用理論が注目されるようになって
久しい。近年では他の新制度派の見解を用いて，流通チャネルを分析するも
のも現れている1。こうした理論が注目されるのは，日本の流通チャネル研
究の対象が変化してきたことに対応していると考えられる。かつて流通チャ
ネル研究は製造業者による「流通系列化」を対象として展開されていたとい
える。とくに商業経済論の中では，「流通系列化」は製造業者による中小小
売商業者の支配として扱われてきた。「流通系列化」は独立した商業者を利
用するのに比べてコストがかかる。そのため高価格で販売するということが
目的であると同時に，高価格によって費用を捻出するという意味で，高価格
販売は「流通系列化」の条件でもあったのである。高価格での販売のために
は，商業者の独立性は，取り除かねばならないものと考えられた。
一方，製造業者と系列化された小売業者の関係をコンフリクトとその管理
という面で考えてきたのがパワー・コンフリクト論であり2，チャネル交渉
論である3。こうした研究は系列化されたチャネル内のコンフリクト抑制と
管理メカニズムが問題の中心におかれてきたと考えてよいだろう。
1 代表的なものに渡辺達朗・久保知一・原頼利編『流通チャネル論』有斐閣』2011年，有
斐閣があり，他にも久保知一「2つの組織能力とマーケティング戦略―日本企業のレント
創出メカニズムの実証分析―」『三田商学研究』第47巻第3号，2004年，高田英亮「流通
チャネルの選択と構造的変化―ケイパビリティ・ICT・アーキテクチャ戦略・取引費用
―」『三田商学研究』第49巻第7号，2007年，高田英亮「海外流通チャネルの選択問題―
ケイパビリティ理論と取引費用理論による分析」『三田商学研究』第51巻第5号，2008年
など数多くの業績がある。
2 代表的なものとして石井淳蔵『流通におけるパワーと対立』千倉書房，1983年
3 風呂勉『マーケティング・チャネル行動論』千倉書房，1968年
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ところが製造業者と小売業者のパワー関係が変化し，したがってチャネル
の対立や支配－従属関係から協調関係への移行が指摘されるようになると，
こうした研究は説明力を失っていった。これがかつての研究の欠点の一つで
ある4。また取引費用論との対比でいえば，かつてのチャネル研究は，とく
にパワー・コンフリクト論であるが，コストや成果といった経済的な側面の
分析が軽視されてきたことが指摘されている5。
こうした欠点をもたない理論としてチャネル研究に用いられたのが取引費
用理論である。後にはさまざまな問題点が指摘されることになるが，垂直統
合が行われた場合の経済合理性を説明し，議論の延長線上に流通系列化や直
接販売のようなチャネル形態が経済合理性をもつことがある点を取引費用理
論は示唆していた。従来のミクロ経済学の理論では，技術的に分離可能な2
つの工程で生じた垂直統合の，技術的な経済合理性を，つまり垂直統合によ
る低コスト生産を説明できない。それに対して取引費用理論は，製造業者と
流通業者の関係のように技術的に分離可能な場合だけでなく，技術的に連結
した2つの工程が垂直統合される場合でさえ，費用合理的である可能性を示
すのである6。
つまり従来から商業経済論で考えられてきた「流通系列化」の高コストと
いう見解と逆の説明が，取引費用理論を用いると可能なのである。たしかに
商業経済論で使われる流通費用という用語と，取引費用理論で使われている
取引費用という用語は，異なった内容である。しかし費用という面で両理論
では異なった見解が示されていたのである。
現在では「流通系列化」が問題とされることは少ない。大規模小売企業へ
のパワーシフトに伴って，系列化された小売業者や卸売業者の販売シェアが
小さくなり，製造業者も以前ほどは系列店を重視しなくなった。そのことか
ら「流通系列化」の崩壊が研究されてきたが7，商業経済論の理論的な問題
4 渡辺達朗「流通チャネル関係の展開と課題」渡辺・久保・原，前掲書，4‐5頁
5 たとえば崔容熏「チャネル研究の系譜」マーケティング研究会編『マーケティング研究
の展開』同文舘出版，2010年，94頁
6 Williamson O.E., Market and Hierarchies, The Free Press, 1975（浅沼萬里・岩崎晃訳『市
場と企業組織』日本評論社，1980年，140～142頁）
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点が示されたわけではないであろう。
またチャネルの変化に伴って製販の協調関係が強調されるようになった。
製販間の役割が変わり，チャネル内の分業関係が変化してきた。この点を対
象にした新しいチャネル論が望まれている。しかしこうした大規模製造業者
と大規模小売業者を含むチャネル関係は，取引費用理論やそれを含む新制度
派のチャネル論で説明できることが明確になっているわけではない。チャネ
ル内の協調関係と分業関係の変化を含む新しいチャネル論が必要とされると
主張されているのが現段階であろう8。
こうした新しいチャネル論を望む見解では，かつての商業経済論の限界が
述べられているか，商業経済論の組み換えが主張されている。しかし商業経
済論では，自由競争段階という時代制約はあるが，もともと製販の分業の理
由を自立化論で語ってきたと考えている。製販の協調関係が存在することを
もって，即座に分業関係の説明に商業経済論が不適切になったとは断じ得な
いと考える。
そこで本稿では，商業経済論と新制度派のチャネル論の分業関係を規定す
る論理を再検討することで，商業経済論の意義を確認することにする。
Ⅰ 取引費用理論への諸批判
取引費用理論に対しては，いくつかの批判がなされている。日本において
早い時期に取引費用理論を取り上げ，批判的に検討を行ったのは風呂勉氏で
ある9。風呂氏の批判点は大別して2つある。一つは取引費用理論の関心が
生産要素の調達市場にあり，その調達のために発生する費用が取引費用と捉
7 代表的なものとして根本重之『新取引制度の構築』白桃書房，2004
8 加藤司「進化する日本の流通システム」崔相鐡・石井淳蔵編著『流通チャネルの再編成』
中央経済社，2009年。崔相鐡・石井淳蔵「製販統合時代におけるチャネル研究の現状と課
題」崔・石井，前掲書。崔容熏，前掲論文。崔相鐡「日本におけるチャネル研究の空白ゾー
ン～流通系列化と製販統合の挾間～」日本マーケティング学会『マーケティングジャーナ
ル』vol．31No．1，2011年。
9 風呂勉「垂直統合と取引のパラダイム」神戸商大『商大論集』第29巻第2・3号，1977
年。風呂「内部組織論的流通認識の基本的性格」神戸商大『商大論集』第38巻第3・4号
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えられている点にある。
伝統的な商業経済論で考えられている流通費用は，商業であれ製造業者で
あれ，消費者か産業用使用者へ商品そのものを販売するのに必要とされる費
用であり，売買操作資本といわれるものである。しかし取引費用理論では製
造業者が自ら生産した商品を，代わりに売ってくれる流通業者を探し，適切
な販売方法で売ってもらうために必要とされる費用である。風呂氏は伝統的
な商業経済論で取り扱う商品買取資本を考慮していない考え方を「サービス
論的商業分析」と呼び，取引費用理論もこの中に含めている10。
商業経済論では商業を自立化した商品資本であると考えるため，商業資本
の中心は商品買取資本であって，売買操作資本は自立化した商業の本質では
ないとするのが一般的である11。しかし取引費用理論で想起される典型的な
商業は，売買操作資本を投下しない代理商である。一方で商業経済論は売買
操作資本という概念を使用するが，それは「買取られた商品をいわば流通サー
ビスの商品化のための単なるメディアであるとして舞台の主役の座から追放
するために」売買操作資本を商品買取資本から分離しているのではない12。
風呂氏は単に取引費用理論が生産要素の調達市場にしか興味を示していな
いことを批判しているのではなく，そのことで商業資本としての本質である
商品買取資本が軽視，ないし無視されることを問題視していると考えられる。
10 風呂「サービス論的商業分析の性格について」神戸商大『商大論集』50周年記念号，1979
年，7頁
11 例外としては日高普氏の見解がある。日高氏は先行研究が流通費用を軽視したと考え，
商業における流通費用の投下のみが流通資本を節約すると述べる。したがって商業であれ
ば必ず流通費用を投下するのであって，代理商のような商品買取資本を投下しない商業が
存在すること，つまり商業資本として自立化したものは純粋流通費用であるとするのであ
る（日高『商業資本の研究』時潮社，72‐79頁）。この考え方は流通費用を重視はしている
が商業資本が投下する純粋流通費用は売買のためであって，消費者が投下された流通費用
が生み出すサービスを買うことも，まして製造業者がそのサービスを買うことも考えられ
ていない。したがって日高氏の見解は風呂氏のいう「サービス論的」なものではないとい
える。だがこの見解は何が流通資本と流通時間を節約させるのかについて，伝統的な商業
経済論と一線を画している。伝統的商業経済論は商品買取資本の投下が流通資本の節約と
流通時間の短縮をもたらすと考えているのである。
12 風呂，前掲「内部組織論的流通認識の基本認識」，73頁
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これは売買操作資本による流通時間の短縮と流通資本節約の効果と，商品買
取資本による流通時間の節約と流通資本の節約のどちらが大きいのかという
問題なのである。商業経済論では前者を売買操作の集中で，後者を売買その
ものの集中で説明してきた13。日高氏のような例外的な見解はあるものの，
基本的には商業経済論では後者，つまり売買そのものの集中の効果が大きい
ものと考えられていたのである。
換言すれば商業経済論では，商業と製造業者の売買操作の技術的な差異は
固定的なものではないと考えており，商業による売買操作の優位があるとし
ても，それは製造業者でも達成可能なものと考えられてきたといえる。つま
り売買操作は模倣可能性が高いものであり，売買操作の優劣が固定的である
がゆえに製造業者が商業者に販売を委託するということはないのである。も
ちろん商業経済論でいう売買操作のための費用と，取引費用理論で対象とす
る取引費用は異なるが，取引費用理論でも製造業者と商業者の間の販売技術
的な能力の差異については重視していないのである。そのために商業者に販
売を委託するのか，自らが販売に乗り出すのかについて，別の理論だてを必
要としたといってよいだろう。それが取引主体間に生じる取引費用の多寡で
あり，後のケイパビリティ論などが商業者の組織能力を製販の分業の理由に
置くことと好対照である。
取引費用理論に対する風呂氏のもう一つの批判点は，費用の性格に関する
ものである。取引費用理論では商業者に販売を委託する場合でも，自ら販売
に乗り出す場合でも，製品を販売する際の費用は不問に付されている。この
ことは専門の商業者が販売を行ったときに発生する費用と，製造業者が販売
を行ったときの費用に差異がないということを現わしている。商業経済論で
も同様に商業者が販売する際に行う売買操作の技術的な差異は固定的ではな
いと考えているのだが，しかし商業者と製造業者が販売とした場合には，商
業者の方が効率的であると考えている。ただそれが商業者の方が技術的な能
力に優れているからであるとは考えないのである。したがって取引費用理論
が垂直統合の合理性を主張するのに対し，商業経済論は垂直統合の流通費用
13 森下二次也『現代商業経済論』有斐閣，1960年，59‐67頁
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面での非効率を主張するのである14。これはどの部面に投下された費用に着
目するのかが異なっているということである。
しかし取引費用理論が想定するような垂直統合は売り手と買い手が少数の
場合である。もっとも適合的なのはすでに流通系列化がなされている場合で
ある。取引費用理論では生産者が自らの製品に特異的に必要とされる流通
サービスを商業者から受けることができないため，流通過程で前方統合を起
こすと考えられる。この論理に対して風呂氏は「実際，既存の商業者も知識
や経験になじまない新しい商品がそのことの故に既存流通組織を利用し得ず，
生産者が直接販売の実施に追いやられることは十分観察されている。反面，
この種の新しい商品がそのライフサイクルを進行させ普及を高めるにつれ，
逆に流通組織がそれを吸収していくこともわれわれに馴染みの事実であ
る」15。そして新製品に最初に生ずる統合の場合について，「形式論理的にいっ
ても，この種の流通統合にあっては，当初からその製品にとって利用可能な
流通サービスの市場そのものが存在しないのであるから，このパラダイムに
いう『内部調達か外部調達か』の選択問題もはじめから存在しない」と述べ
るのである16。こうした事象はアメリカでは家電製品や農業機械，金銭登録
機，ミシンなどでみられた。販売だけでなく修繕を効率的に行う，あるいは
新製品の有効性を能率的に説明するために，技術を訓練された自社セールス
マンが必要とされたからあった17。取引費用理論ではこのことを自社製品に
特異的なサービスを既存の流通組織から受けることができないとしたのであ
14 もっとも商業経済論でも垂直統合が費用合理的な場合を考えている。商業資本の消滅と
いわれるもので，商業資本の潜勢的な収縮傾向が現れる場合がこれに当たる（森下，同上
書，189‐205頁）。また商業経済論では垂直統合の非合理性を述べる際にも，個別製造業者
の費用増が述べられているわけではない。社会的に流通費用は増大するがその増加分を他
者に転嫁可能な場合があるからである（森下，同上書，239‐245頁）。しかし社会的流通費
用が増大するという面で社会的な非効率が発生する。
15 風呂「内部組織論的流通認識の基本的性格」81頁
16 同上
17 G. Porter & H.C. Livesay, Merchants and Manufacturers, Studies in the Changing
Structure of Nineteenth-Century Marketing, The John Hopkins University Press, Maryland,
USA, 1971（山中豊国・中野安・光澤慈朗訳『経営革新と流通支配』ミネルヴァ書房，1983
年，231‐252頁）
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り，望む水準のサービスを受けることができかったことは間違いがないであ
ろう。さらに統合された組織の多くが，代理店であって，流通サービス（つ
まり販売と修理と宣伝）を行うことで手数料を得ていたことも，取引費用理
論の流通サービスの調達市場という考え方には適合的であった18。
しかしこれは自社製品にのみ特異なサービスであったのではなく，この時
期に多く現れた機械の新製品にみられるもので，他社製品も含めて業界一般
で効率的なサービスを利用することは困難であったと考えられる。だからこ
うした業界の多くの企業が競合相手を真似て統合を行ったのであり，その意
味ではこの業界ではそもそも利用できる外部調達は存在しなかったともいえ
るのである。
また自らが望むサービスを既存の流通組織が行えないということになれば，
取引費用の問題とならないので，こうした場合は取引費用理論では「既存の
流通組織でもこうしたサービスを実行することは可能だが，既存の流通組織
は実行してくれない」と考えることになる。だが風呂氏が指摘するように，
歴史的にはむしろ時間の経過とともに流通組織が新製品に対する流通に技術
的に対応することが「馴染みの事実」であり，それにもかかわらずなんらか
の流通経路への介入がなされることが流通系列化への問題意識を形成したと
いえるだろう。新製品の初期段階で発生した垂直統合は，そののちに同じ製
品が新製品でなくなったときに発生したものと同じ理由で生じたと考えるこ
とは当然のことではない。
風呂氏は既存の流通組織が行わない製品特異的流通サービスを，「銘柄特
異的」サービスと呼んでいる。それは「製品差別化の流通段階への延長ない
し流通段階での強化・補強手段として要求されるものにほかならない。それ
が，商業者の無差別で標準化された売買操作によってはみたされない」こと
から19，無理に商業者に「銘柄特定的」サービスを行わせるためには取引費
用が高くなり，その結果として垂直統合が生まれる。風呂氏は垂直統合や流
18 同上
19 風呂「内部組織論的流通認識の基本的性格」82頁。ガソリンのような製品自体に差異が
ない製品で売買関係に排他性をもたせる必要があることが，製品ではなく銘柄とする根拠
となっている。
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通系列化のために投下する費用は高度に競争的，あるいは競争制限的な性格
をもっているとするのであり，それに対して取引費用理論は取引にかかる費
用の多寡しか問題としていない，費用理論に徹底して焦点を合わせたもので
あると考える。そして取引費用理論は調達市場にのみ注目し「製品販売市場
に向けての取引費用，つまり需要曲線の操作にかかわる販売費用や競争（制
限的）費用に対する異常な無配慮ぶりを示している」と指摘するのである20。
意図する方向は異なるが，風呂氏と同様の批判は取引費用理論と同系譜の
ケイパビリティ論からも行われている。たとえばMrinal Ghosh & George
John は取引費用理論がマーケティングのいくつかの分野で問題を分析する
支配的パラダイムとなっていることを述べながら，マーケティング戦略論に
取引費用理論が浸透していない理由を2つあげている。一つは取引費用理論
が「交換の外因性の属性に基づいてコスト最小計算をするだけであり，そし
てそれだけでは企業特有の差異に立脚した戦略的マーケティング選択にほと
んど洞察を与えない」ためである21。そしてもう一つはコスト最小化に焦点
を当てるために，企業にとって有効なマーケティング手段を選択するという
マーケティング戦略論にも，なにも洞察を与えないという点である22。つま
り費用面で効率的かもしれないが，効果的であるマーケティング手段を拒絶
してしまうのである。
ここで考えなければならないのは取引費用理論が想定する垂直統合の形で
ある。流通研究の分野で，この理論の前提に最も適合的なのは流通系列化が
生じている場であろう。この場合は流通系列化されている商業資本が「独立
した」商業と考えられ，垂直統合された形は直接販売が行われるということ
である。つまり商業経済論が考える自立化した商業ではなく，すでに自立性
が制限された商業が「系列化」される，あるいは生産者による直接販売に変
わるといった事態を想定したのではない。だからこそ取引当事者が少数であ
ることから問題とされる限定合理性や機会主義，そこから発生するホールド
20 風呂「垂直統合と取引のパラダイム」56頁
21 Mrinal Ghosh & George John, “Governance Value Analysis and Marketing Strategy,”
Journal of Marketing, Vol.63 (Special Issue 1999), p 131
22 ibid
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アップ問題が重視されるのである。
もっとも高田英亮氏は別の見解を述べている。高田氏は取引関係の問題は
2段階の議論に分けられると述べている。生産世界におけるコーディネー
ション問題（生産者が垂直統合しようとする相手と同等の能力をもつこと）
と，取引の世界におけるインセンティブ問題（なぜ垂直統合を行おうとする
のか）である23。生産世界の問題は企業の境界と，取引の問題は開放型チャ
ネルか閉鎖型チャネルかという市場境界と深く関係している。そして取引費
用理論が扱っているのは，この2段階の中で後者の取引世界の問題である市
場境界の問題を扱っており，もうひとつの問題を解くにはケイパビリティ論
が必要であると主張する24。
取引費用理論は前述したように生産者が販売を行う際の能力と，商業者が
行う場合の能力との間の差を考慮していない。この点は高田氏が指摘してい
るとおりである。しかしこれは取引費用理論に不足している点ではなく，こ
の能力の差が問題ではないという前提が必要であったため，意図的に置かれ
た前提であると考える。もともとWilliamson の見解は，伝統的な新古典派
が垂直統合を非合理と取り扱うことを問題としており，分業の原因が販売側
と購入側の最適生産規模の相違にだけあるわけではない，技術的に関連がな
い場合，つまり生産においてより効率的ではない場合でも，垂直統合が合理
的に生ずることを論証しようと意図されたものである。あくまでWilliamson
の論理は，なぜ市場なのかではなく，なぜ企業なのかなのである。つまり能
力の差が企業の境界の差であるとすると，垂直統合の合理性はそもそも取引
23 高田英亮「流通チャネル選択と構造的進化」『三田商学研究』第49巻第7号，2007年，149
頁。
24 同上論文，153頁
25 Williamson の見解を，新古典派的根幹を切り崩すことなく企業の組織的成長を説明し
ている新古典派枠内の独特の企業成長論であると評したのは風呂氏である（風呂「垂直統
合と取引のパラダイム」55頁）。新制度派の新古典派との関係が，制度学派が新古典派と
意見を異にしてしたのとは根本的に異なっていることについては，万仲脩一「『取引費用
の経済学』－ウイリアムソンの所論を中心として」『神戸商大論集』第46巻第6号，1989
年）が論じている。万仲氏は新制度派が新古典派の枠内にあること，そしてそのことが歴
史的変化を具体的に追及することができない原因であるとしている。
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費用の多寡にない。これでは伝統的な新古典派を補完するものにならない25。
したがって垂直統合される工程間の技術的な相違，能力の差は問題とされな
かったと思われる。
たしかに取引費用理論は垂直統合される側の業務遂行能力と垂直統合する
側の遂行能力について述べておらず，この点が大きな問題となることは確か
である。技術的な差の根源を企業のケイパビリティに求めることで，ケイパ
ビリティ論は分業の境目を、ただの技術的な差があることから，差がある原
因にまで高めた点で，それまでの議論とは異なる。そしてこうした技術的な
差異について考慮する必要があることもまた確かである。その点で，技術的
な差異を考慮していないことは，たしかに取引費用理論の問題点と考えてよ
いだろう。しかし，前述した製品特定的サービスを独立した流通機関が行え
ないとした例のように，取引費用理論は基本的にはいわゆる系列化という現
象を考えていない。垂直統合の方が合理的であることを示そうとする論理だ
からである。したがって取引費用理論は高田氏の指摘する第1の問題を取り
扱っていると考えてよいと思われる。
だがそれにしても取引費用理論が考慮するのは費用の多寡であり，形成さ
れたチャネルの有効性ではない。取引費用は垂直統合の対象となる流通機関
と消費者などの取引の間に発生するのではなく，垂直統合する側と統合の対
象となる側の間に発生するものだからである。この論理が認められるには垂
直統合される流通機関の販売費用と，垂直統合した生産者が自ら販売を行っ
た際の販売費用の格差より，圧倒的に取引費用の多寡の差が大きい場合であ
ろう。
Ⅱ 取引費用の発生
繰り返し述べてきたが，取引費用理論は生産者が自らの製品を販売するた
めのサービスを，自らが行う（垂直統合）か，外部から購入する（市場）の
かを取引費用の大きさと，垂直統合に要する費用の大きさの比較によって決
定するという論理をもっている。そして前節でも述べたが，この論理の中で
は外部のサービス供給業者つまり流通業者と，生産者自らの販売能力に関す
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る固有の技術的な差が考えられていない。
もっとも新古典派の議論でも，市場が利用される製販分業の理由は生産と
販売の最適規模の差として説明される26。生産の最適規模より販売の最適規
模が大きいため，一社の生産物を取り扱うだけでは効率が悪くなり，数社の
製品を取り扱う必要が生まれるのである。現実の問題として，製造企業より
小売企業の方が規模の経済性が強く働くのかどうかはわからないし，その確
たる証拠はないとも思われるが27，少なくとも新古典派においては技術的な
差異に基づいて製販の分業が説かれたのではない。取引費用理論は，この点
では新古典派の前提を引き継いでいることになる。これはケイパビリティ論
が企業能力の差によって分業関係を説明することとは対照的である。
池田敦氏は取引費用理論が，取引費用の減少をもって商品を最終消費者に
販売するコストの減少に替える傾向があることを批判している。池田氏はそ
の原因を風呂氏と同様に「商品の『売買関係』をうちに含んだ生産企業と流
通企業の取引関係を『委託関係』の一般化によって『仮構』する」ことに求
めており，それは「不当な擬制」であると述べている28。それに加えて，取
引費用理論がもつ販売に関する費用の技術的な差を考慮しないという特徴が，
取引費用の減少を商品販売に関する総費用の減少と考えることを可能にして
いると考えられる。
一方で商業経済論も流通企業と生産企業との間にある販売技術の差異につ
いては重視していない。商業資本の自立化を説明する論理は，生産者と商業
の社会的分業が成立する理由を説明するものだが，その中では販売技術の差
26 たとえば渡辺達朗・原頼利・遠藤明子・田村晃二『流通論をつかむ』有斐閣，2008年，55
‐56頁，石井淳蔵・栗木契・嶋口充輝・余田拓郎『マーケティング入門（第2版）』日本経
済新聞社，2013年，275‐277。
27 小売企業における規模の経済性を測定することには固有の困難が付きまとう。産出量を
どのように算定するのかが難しいのである。製造企業では個数や重量で近似的に産出量を
測定することが可能であるのに対し，小売企業では金額ベースでしか産出を測定できない
ため，価格等の要因が加わることで効率性を測りにくくなっている。拙稿「小売業におけ
る規模の経済性について」『佐賀大学経済論集』第45巻第1号，2012年。
28 池田敦「取引費用論的流通制度分析の論理構造：流通認識の分岐とその帰趨」『流通科
学大学論集―流通・経営編―』第4号第1号，1991年，104頁。
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異を分業の決定的な要因とは考えないのである。その一方で商業経済論では
商業資本自立化の必然性は「商人による販売の容易さ，安価さによってはじ
めて説明することができる」と考える29。商業資本が自立化することによっ
て「最終消費者への販売が一層容易に，迅速に行われ，販売労働の節約，販
売時間の短縮，危険負担のための費用の軽減が実現することを」明らかにす
ることで，自立化の必然性は説明されている30。
森下氏は自立化の必然性を説く論理的な順序として，さまざまな商業資本
の方が効率がよい理由を指摘し，そしてそれは商業資本が自立化していなく
てはできないことであるかどうかを検証していくのだが，その最初に考えら
れている理由が分業による専門化の利益である。森下氏は商業資本が販売の
専門家であり，「生産の仕事に煩わされることなく販売の任務に専念するこ
とができるから，産業資本が一方で生産を管理しながら他方でこれと同時に，
生産された商品を自ら直接消費者に販売するよりも一層円滑に，迅速に販売
を行うことができるであろう。さらに商人は販売専業者として市場の拡張に
も専門的な手腕を発揮することができるであろう」と述べている31。しかし
森下氏は「分業による専門化の利益は必ずしも社会的分業を予定するもので
はなく，一産業資本内部における業務分担を期待することができるから」32，
専門化の利益は自立化の必然性を説明するものではないとするのである。
つまり「分業による専門化の利益が技術上の利益であるかぎり，社会的分
業と作業場内分業との境界線はとりのぞかれて，推移自由となるべきはずの
ものであるから，これをもって商業資本自立化の必然性を説明しえないのは
当然である。専門化の利益は分業の成立の必然性を明らかにしうるにとど
まって，その分業が資本の自立化の形態で行われることの必然性を説明しう
るものではない」のである33。このようになぜ商業が社会的に必要とされ，
29 森下，前掲書，60頁。商人への販売の容易さは，分業の根拠にならないと，考えられて
いる。
30 同上
31 同上
32 同上書，61頁
33 同上
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製販の分業が社会的に行われるかは商業と生産の技術上の差異からは説かれ
ていない。
そして製販の社会的分業は商業資本が多数の生産者の商品を取り扱うこと
によって説明される。そして最終的に商業資本自立化の必然性は「売買の集
中」によって説かれる。このように商業経済論では流通企業と生産企業との
間にある技術的な差異を重視はしていない。もちろん両者に差異があること
は当然であるが，それは技術的差異があるから販売を任されているという論
理ではなく，技術的な差異があるものがなぜ商業という形になるのかという
論理なのである。このことはケイパビリティ論が技術的な差異がなぜ生まれ
るのかを説明し，それによって流通企業と生産企業が分業関係に入ることを
理論化しようとすることとは好対照である。商業経済論の中では，こうした
分業は社会的分業ではなく私的な分業関係と考えられるのである。
取引費用理論が特定少数の生産企業から商品を買う流通企業に適合的であ
ることは風呂氏などによって指摘されていることである。19世紀末に生産に
おける大企業の登場と寡占の成立が生産財の流通においては売り手と買い手
を大幅に減少させ，それまでは間に入っていた卸売商人の必要性を大幅に減
少させたことが指摘されている34。こうした現象は生産財の流通において顕
著であった。双方が寡占化した市場における売買では間に入っていた商業は
不要となる35。これは商業経済論では「商業資本の排除」と区別される「商
業資本の消滅」としてとらえられるであろう。つまりこの領域では売買の双
方が相手を見知っており，売りに出された商品を需要している購買者の存在
を知らないということはなく，購買者も供給者がどのような商品を供給する
34 G. Porter & H.C. Livesay, op.cit.（邦訳，199～209頁）。ただし卸売商人が排除されるに
至る論理は集中市場の出現であり，この点は生産財についてはあてはまるが，消費者は相
変わらず多数が分散していたのであり（その点については都市集中市場の出現で説明して
いる），小売商も小規模なものが大多数であった。生産財と消費財では異なった理由が考
えられるべきであったと考える。
35 例外的なものとして日本での総合商社の存在を上げることができる。総合商社はかつて
は消費財をあまり取り扱わず，それでいて多くの取引に介在していたがその原型は1960年
代の高度成長期にあると思われる。きわめて日本的な特徴である（拙稿「総合商社の形成
と商社金融」九州大学大学院『経済論究』第65号，1986年）。
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のかを知っているため，すでに商業による「売買の集中」によって需給が接
合される必要がないのである。したがってこのような流通は，取引規模が小
さかったため多段階の卸売業が必要だったものが，取引の大規模化によって
特定の段階が消滅するのと同様に考えることができる36。
しかし消費財の流通においては実際に消滅した段階があったとしても，そ
れは卸売段階が消滅した場合にのみ通用する論理であって，小売段階の消滅
に使えるものではない。あいかわらず消費者は大規模な購入をする状況にな
く，生産者が大規模になったとしてもどの消費者が何を需要しているのかを
知ることはできないからである。したがって小売段階は消滅しない。それに
もかかわらず小売段階が消滅することが「商業資本の排除」である。
商業経済論では「商業資本の排除」がなぜ生じるのかについて大きく2つ
の根拠を見出しているといってよいであろう。一つは生産者が自ら生産した
製品について独占価格維持を行うためである。そしてもう一つは他社製品を
取り扱わない生産者自らのマーケティング活動に忠実な排他的販売経路を作
るためである。論者によって2つの根拠のどちらに力点を置くのかに多少の
相違は見られるが37，基本的にはこの2つの根拠によって，最終的には最大
限利潤を獲得するために「商業資本の排除」はなされるとされるのである。
このときに流通費用は増大する。もともと生産者が商業者に対しておこ
なっていた売買費用は不要になるが，商業者が行っていた活動を同程度に行
うためにはより多くの流通費用の支出が必要となるからである。当然のこと
だが消費者に販売するのが生産者であっても商業者であっても販売のための
費用は必要である。だが商業者は多くの生産者の販売を集中的に媒介するこ
とでいわゆる「売買操作の集中」を実現する38。さらに決定的には商業者の
販売では「売買の集中」が生じることで消費者の需要との接合がより容易に
なり，効率的な販売がなされる。そのため商業者を排除して生産者が自ら販
36 取引の大規模化が特定の卸売段階を消滅されることで流通資本が節約されることについ
ては森下，前掲書，191頁。
37「商業資本の排除」の根拠をめぐる諸見解の相違については拙稿「商業資本の排除と独
占価格」九州大学大学院『経済論究』第70号，1988年。
38 売買操作の集中については，森下，前掲書，64頁。
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売を行うことは，「売買の集中」が問題とならない「商業資本の消滅」の場
合を除いて，より費用がかかることになるのである。
この点は前述したように取引費用理論と大きく異なる。これは取引を媒介
する流通企業の効率性についての説明がなく，最適規模の相違によってのみ
製販の分業を説明しようとすることで留まっているためである。なぜ最適規
模が異なるのかという問題設定がないのである。
しかし商業経済論は逆に取引費用について考慮してこなかった。たしかに
商業経済論では生産者が商業者に販売するために必要な流通費用については
考慮してきた。生産者も自らの製品を買ってもらうために，購買者を探索し
営業活動を行い，マーケティング諸手段を用いるのである。そのために費用
は当然かかる。しかしここで考慮されたのは特定の少数の購買者ではなく，
不特定多数の購買者であり，そこでは取引費用は投下されたとしても少なく，
むしろ生産者と商業者の販売能力の差を埋めるために必要とされる費用と比
較すると無視できるものといえたからであろう。そのために生産者が少額の
取引費用を節約するために，自らが消費者へ販売を行い多額の流通費用を支
払うことは考えられなかったのである。
現在は商業経済論が想定していた状況とは異なり，完全に不特定多数の商
業者が存在する生産者の取引は少ない。取引費用も増大していると考えられ
る。したがって商業経済論が考えてきた論理が妥当するのかどうかは，取引
費用の大きさと生産者と商業者との流通費用の差の比較の問題と考えること
もできる。つまり圧倒的に取引費用が大きくなったため，生産者と商業者の
差を埋める費用があまり問題にならない大きさになったか，取引費用がある
程度大きくなっただけだが，生産者と流通業者の流通費用の差がほとんどな
くなって問題とならなくなったかである。この両方のうちどちらも考えられ
なければ，商業経済論の論理は現在でも適応できることになる。
まず売り手の数と買い手の数が減少する傾向があることは異論がないであ
ろう。そのためにかつては問題とされなかった取引費用が取引の段階で生じ，
それが一定程度は大きくなったと考えてよい。もっとも取引費用の大きさは
取引相手の数の関数ではない。したがって数が少なくなればなるほど取引費
用が増大するというものでもない。
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取引費用は取引相手の監視のためだけに必要とされるわけではない。生産
者が自らの望む販売のあり方を流通業者にさせるための費用も含まれている。
池田氏はこの点で取引費用は流通サービスを要素市場から調達するためのコ
ストではなく，特定の内容の流通サービスを「創り出す」ための費用でもあ
ることを指摘している39。この点が取引費用理論を流通部門に適用したとき
に発生した費用概念の変質であるかどうかはさておくとして，これも商業経
済論が考慮する必要がなかった費用であり，現実には存在している費用とい
えるであろう。
だが取引費用が現実にあるからといって，それを節約するために垂直統合
が生じるとはいえない。垂直統合によって増大するコストがあるからである。
これは垂直統合に要する費用ということではなく，統合した後に自ら販売を
行う場合に要する費用と流通企業によって行われていた販売（つまり流通
サービス）の遂行コストとの差である。これを生産者は負担しなくてはなら
ない。垂直統合が生じるのはこの追加負担も含めた額が取引費用より小さい
ときである。
取引費用の節約のために垂直統合が生じているのかどうかを判断するには，
垂直統合以前の取引費用の大きさが測定されなければならないし，かつては
小さかった取引費用が大きくなってきたことが明らかにされなければならな
い。しかし現実には取引費用の大きさを測定することは困難である。取引費
用論やそれを含む新制度派の研究には実証研究が多く，その意味では観念的
であったチャネル論の中でもパワーコンフリクト論を除けば反証可能な構造
をもつ分野であるとは言える。しかしそれは取引費用の大きさを測定すると
いうことではなく，取引費用が大きいので垂直統合されたとした場合に，想
定した仮説が成り立つのかを検討している40。しかし異なった商業経済論と
いうパラダイムとの比較の上に取引費用の重要性を論じるためには，取引費
用が重要なはずであるということを前提とせずに，その大きさの拡大が説明
されなければならない。取引費用の大きさを測定したものは少ないと思われ
るが，J. J. Wallis and D. C. North の業績はその中の一つである41。
39 池田，前掲論文，102～103頁
佐賀大学経済論集 第49巻第1号
―16―
Ⅲ 取引費用の増加についての見解
Wallis and North は1870年から1970年のアメリカ経済で取引費用がどの程
度，増加したのかを測定している。かれらはまず経済活動を「取引
（transaction）機能」と「転換（transformation）機能」に分離する。「取
引費用」は交換を行うことに関連した費用であり「取引機能」を遂行する費
用である。一方「転換費用」は投入を算出に転換するための費用であり，「転
換機能」を遂行するための費用である42。かれらは労働，土地，資本コスト
がどのくらい取引部門に含まれているかを決定することで，取引部門の大き
さを決定しようとするのである。
かれらは取引費用を，消費者（財の購入者）と財の販売者の両方に発生す
るものとしている。消費者側で発生する取引費用は，消費者によって生み出
され，財の販売者に移転されないすべてのコストと考えている。例として家
を購入する場合が考えられているが，家を見るために費やす時間や，価格や
代替物件の情報入手，法的な手数料，買い手としての信頼性を確立するコス
トなどがあげられている。こうしたものはさらに二次的な取引をもたらす。
たとえば法律家を雇うような場合である。法律家を雇うことにも取引費用が
40 取引費用理論や新制度派の実証研究は数多いが，たとえば牛丸元「国際市場におけるチャ
ネル選択の取引コストモデルとその実証分析（上）（中）（下）」『北海学園大学経済論集』
第43巻第1号，第2号，第4号，1995年，1996年。久保文一「2つの組織能力とマーケティ
ング戦略－日本企業のレント創出メカニズムの実証分析―」『三田商学研究』第47巻第3
号，2004年。高田英亮「流通チャネル選択と構造的進化」『三田商学研究』第49巻第7
号，2007年。久保・小野晃典「流通チャネルにおける協調的関係の形成」『三田商学研究』
第51巻第4号，2008年。高田「海外流通チャネルの選択問題―ケイパビリティ論と取引費
用理論による分析」『三田商学研究』第51巻第5号，2008年。渡辺・久保・原，前掲書，
第2部などがある。
41 J. J. Wallis and D. C. North, “Measuring the Transaction Sector in the American
Economy, 1870~1970”, S. L. Engerman and R. E. Gallman ed. Long-Term Factor in
American Economic Growth, The University of Chicago Press, Chicago and London, 1986
42 ibid, p 97
43 ibid, p 98
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発生するのである43。
一方の生産者側（財の販売者側）ではこの場合には，不動産業者や広告，
消費者が家を探しまわっている時間，物件の所有権に対する保険（title
insurance）や販売者として信用を確立するコストなどを支払う。さらに不
動産業者を雇うための取引費用が発生するとしている44。つまり取引費用は
売り手と買い手の両方に発生し，かつその中には市場活動によって発生して
いるコストもある（法律家や不動産業者を雇うような場合）のである。
企業において自らに製品を売る（保有し続ける）ときには発生しない費用
をすべて取引費用と考えれば，生産にかかわるコスト（転換費用）以外の費
用はすべて取引費用となる。この中でだれがどの産業と企業でどの作業を
行っているのかを識別することは不可能である。そのため取引費用の大きさ
を測定するために，かれらは企業内部の取引サービスを確定するという妥協
的方法を採用した。業務をもっぱら企業に取引費用を提供するものと，もっ
ぱら転換費用を提供するものに分割するのである。
かれらは自らのアプローチを2段階に要約している。第1に「取引機能と
最初に関連している業務を特定する。これらは投入物の購入，産出物の流通，
企業内の取引機能の調整と監視に関連した業務を含む」45。そして第2段階で
は「取引業務で労働者に向けられる賃金支払いを評価する。こうした賃金支
払いは企業内部の取引部門の大きさの測定を構成する」46。つまり取引業務と
考えられる業務を全産業の中から特定し，その賃金の大きさを計算すること
で，それを取引費用の大きさと考えようとするのである。
かれらは取引部門を民間と公共部門に分け，民間部門を非取引産業
（Nontransaction Industries）と取引産業（Transaction Industries）にさら
に分けて，それぞれの中の取引業務の大きさを計測する。計測には先行研究
とセンサスデータを使って，一部は推計している。それぞれの産業で総雇用
のどの割合が取引業務に当てられているかをみて，それぞれの賃金率をかけ
44 ibid. 販売者側に発生する取引費用はもし販売者が自らに物件を売る（つまり自ら物件
を保有し続けると決定する）なら発生しない費用とされている。
45 ibid, p 101
46 ibid.
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表1 1870－1970の非取引産業の取引業務従事者の賃金とGNPの比率
年 （1） （2） （3） （4） （5） （6） （7） （8） （9） （10）
1870 2．16（2．37）
1880 2．50（2．74）
1890 4．18（4．66）
1900 4．70（4．98） 3．32（4．62）
1910 4．30（5．49） 4．32（5．87）
1920 7．25（8．85）
1930 6．84（9．20） 6．03（8．12） 6．21 （8．35）
1940 6．50（9．23） 6．23（8．85） 6．67（10．43）
1950 7．98（10．45）
1960 9．52（12．25）
1970 10．40（14．11）
出所：Wallis and North, op.cit, p 110, Table 3. 4
原注：非取引産業は農林漁業，鉱業，建設業，製造業，運輸・通信業，公益事業，サービス（と政府）であ
る。計算の説明についてはAppendix の第2節を見よ。（2）（4）（6）（8）（10）は非取引産業として政府
含んでおり，（1）（3）（5）（7）（9）は政府を除外している。
注：（1）（2）はA. M. Edwards (1943) Comparative occupation statistics for the United States,1870 to 1940. In
Sixteenth census of the United States : 1940. Government Printing Office を使ったR. E. Gallman (1966) Gross
National Product in the United States. In Output employment, and productivity in the U.S. after 1800, ed.
Dorothy Brady. New York: Columbia University Press に基づいて計算されている。また（3）（4）はEdwards
(1943) と Kuznets (1961) Capital in the American economy. Princeton University Press. を使用した S.
Lebergott (1964) Labor force and employment, 1800-1960. In ed. D. Brady, op. cit．の賃金シリーズを使い，（5）
（6）はそれにセンサスを加えて，（9）（10）はそれにNIPA employment compensation series を用いて計
算している。
ることで，その産業でどのくらい取引業務に賃金をかけているかを産出する。
すべての産業の取引業務にかけた賃金を合算し，これを取引費用に読み替え
るのである。さらに各産業の取引費用を合わせたものとGNPの比率を記し
たものが表1である。
このような計算にはいくつかのバイアスがあることも彼らは指摘している。
集計と推計の方法に限界があることや，かつては個人営業が多く，そこでは
監督業務のほかに生産業務も行っていたものが，時を経て監督業務に重きが
置かれるようになっても，同じManager や Foreman という分類になって
いると考えられること，つまり複数の業務を行っていた場合があることなど
である。しかしこれらは推計値を同じ程度に上方にも下方にも動かすため，
ほぼ対称であると考え，表1の長期的には取引費用が増加しているという結
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表2 商業で使われた資源の総額とGNP比（1865－1972）
年
10億ドル
（1）
対GNP比
（2）
1870 （1869）※ 1．25 16．14
1880 （1879） 1．72 18．02
1890 （1889） 2．22 18．07
1900 （1899） 3．10 19．15
1910 （1909） 5．64 19．07
1920 （1919） 13．74 19．57
1930 （1929） 16．45 18．74
1940 （1939） 18．09 20．54
1950 （1948） 52．25 21．87
1960 （1958） 92．30 21．18
1970 （1972） 216．40 18．25
出所：Wallis and North, op.cit, p 112, Table 3.5
注※：（ ）内の年は計算が実際になされた年。（1）は
Kuznets（1938）で計算された小売価格と生産者価格の比を
もとに推計されたもの。（2）の1960と1970は商務省データ
で，その他は表1と同じ文献で推計。
果に大きな問題はないと考えている47。
次に彼らは取引産業に含まれる取引業務について考える。取引産業には商
業（小売りと卸売り）と金融・保険・不動産（彼らはFIRE（Finance,
Insurance and Real Estate）と記している）に分けられる。この中の商業は
すべてが取引業務で構成されていると考える。したがって非取引産業で行っ
た取引業務だけを取り出す作業は必要なく，純粋にこの部門で発生した総
マークアップを求め，それを取引費用の大きさに代えている48。その結果が
表2である。この表から商業での取引費用はほぼ増加傾向にあると彼らは結
論づけている。
さらに取引産業の中のFIREでの取引費用の大きさをかれらは計測する。
こちらは商業より測定が困難であり，それは古いデータは金融部門について，
47 ibid, pp.109-111
48 ibid, p.112
佐賀大学経済論集 第49巻第1号
―20―
表3 金融・保険・不動産で使われた資源の総額とそのGNP比
年
総額
（10億ドル）
GNP比
％
1870 （1869）※ 0．310 4．19
1880 （1879） 0．453 4．75
1890 （1889） 0．845 6．86
1900 （1899） 1．290 7．96
1910 8．12
1920 5．500 8．29
1930 9．500 12．61
1940 9．600 9．88
1950 23．100 10．45
1960 （1958） 55．700 10．61
1970 （1972） 120．800 12．15
出所：Wallis and North, op.cit, p 113, Table 3.6
注※：（ ）内の年は計算が実際になされた年。
その価値を算出に帰してきたか，あるいは残余の部分として計算してきたた
め，はっきりとわからないためである。このためかれらは単純な方法を採用
している。1958年から1972年までは商務省の投入産出表でFIREにおいて使
用された総資源を評価している。NIPAと Kuznets の業績を用いて1920年ま
ではさかのぼる。1910年は1900年（正しくは1899年）と1920年の数値から類
推する。実際には平均をとっている。そしてそれ以前は不動産に関する数値
がとくに不明確なので，1910年と1920年の間の金融と保険に対する不動産の
比率を適用し，Gallman とWeiss の業績で示された1870年から1890年の金融
と保険に関するデータを基に不動産を推計している。この結果は表3のよう
になっている。
金融・保険・不動産は取引産業であり，その中で非取引業務に使われてい
る資源はないと彼らは考えるので，この部門で使われた資源の総額が，その
まま取引費用の大きさとなる。この分野でも傾向的には取引費用の対GNP
比は上昇している。
そして最後にかれらは公共部門の取引費用を計算しようとする。これは政
府による取引サービスの供給がどれほどの量になるのかを測定することであ
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る。もともと広い意味では政府活動のすべては取引費用を必要とする。私的
な資産を安定化するためには政治的活動の結果としての政治的安定が必要と
されるからである。つまり政治不安の中では自ら多額の費用を支払い，財産
を守らなければならないが，この機能を政府が肩代わりしているとかれらは
考えるのである。しかしかれらはこれより狭い政府の取引費用の範囲を採用
している。公共部門での取引費用の中では狭い範囲の取引費用はとくに重要
なもので，契約を守らせるコスト（司法と警察機構）と財産権を保護するコ
スト（国防）である。
そして広い意味での政府活動には入っているが狭い範囲の取引費用ではな
い第2と第3のグループに分ける。第2は教育，公共輸送や基本的な公共サー
ビスが含まれ，基本的な公共サービスとは消防，病院，健康サービス，公衆
衛生，住宅供給などを含んでいる。こうした活動は社会的間接資本の一部で
あり，かれらはこれらを現存する社会秩序を維持する活動と位置付けている。
そして第3が所得の再分配などの社会福祉，失業対策や雇用維持，農産物
価格維持など，第1や第2に含まれないさまざまな活動である。これらはそ
の活動自体が取引サービスとは限らないが，こうした活動を実行するために
取引サービスを必要とするものとかれらは考えている49。これらの3つの分
類に沿って取引費用を，民間部門の取引費用を評価した方法を使って評価し
たものが表4である。
「その他」に属するものについては，これ以外にも政府が支出した金額に
よって測定する方法と，政府の取引関連労働者の賃金の総額を測定する方法
の2つがあるが，いずれにしても取引費用が増大する傾向があると彼らは指
摘している50。
以上のようにかれらはアメリカにおいて取引費用が増大してきたことを，
各種の統計を基に明らかにしているのである。もっともかれらが取引費用で
あると考える費用のすべてが，取引における不確実性を減少させるために投
49 ibid, pp.113-114
50 ibid, pp.119-120．なお取引サービスは軍事費と警察，一般的な政府活動に細分類され，
社会的間接費用は教育，高速道路，都市サービスに細分類されている。その他に属するサー
ビスの種類は多い。ibid, p.115. Table 3.7を参照。
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下されたとは言えないだろう。非取引産業で取引に関する業務が行われてい
ることは問題ない。製造業でも作った製品を販売する営業活動は存在する。
むしろこのことを従来の商業経済論では軽視してきたとさえいえるだろう。
そしてそれが増大する傾向にあることは，取引費用理論ではかつては商業を
利用した製造業者が，自ら流通部門を垂直統合する根拠になっている。問題
はなぜこれらが増大し，なぜそれを論点としなければならないかである。
垂直統合か市場の利用かという論点で取引費用を扱う文脈では，現代の垂
直統合の多さとその経済的合理性を説明するために，不確実性の増大を問題
としてきた。不確実性に対処するため取引費用を投下するのであり，不確実
性が増大すると取引費用の額が大きくなり，そのため垂直統合が多くなると
いう論理である。
だが非取引産業で増大した取引費用は，すべて不確実性の増大に起因した
ものではない。非取引産業の取引費用の増大は取引量の増大によって，つま
表4 政府部門の取引費用の対GNP比 単位％
年 取引サービス
社会的
間接費用
その他 合計
1902 2．8 2．8 1．6 6．9
1913 2．8 3．3 2．0 8．0
1922 3．9 5．2 3．7 12．6
1927 3．1 5．4 3．3 11．7
1932 6．2 9．4 6．4 21．4
1938 4．5 9．2 9．3 20．9
1942 19．1 4．9 5．9 28．9
1948 9．5 6．1 6．5 21．5
1952 16．7 6．5 6．4 28．9
1957 13．5 7．5 8．0 28．4
1962 12．8 8．7 11．3 31．5
1967 12．4 9．7 11．4 32．7
1970 11．3 10．3 12．1 33．5
出所：Wallis and North, op.cit, p 116, Table 3.8
注：GNPの数値は商務省のHistorical Statistics of Government, Finance
and Employment（Washington, D.C.: Government Printing Office, 1969）
による。
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り生産規模の拡大によってももたらされる。経済成長が続くと生産規模が拡
大し，それは必然的に営業のための総費用を増大させる。不確実性はそのま
まであったとしても営業費用は増大するのであり，結果として取引費用とし
て計算された金額も増大する。
また非取引産業で投下された費用の中には前述したような競争的な性格を
もったマーケティング・コストが含まれる。つまり取引先を支配するための
費用である。この増大を取引相手に自らの望む販売方法を行ってもらうため
の費用として，取引費用と考えるのが取引費用理論であるが，いずれにして
もこれは少なくとも不確実性が高まったことによって必要となったというだ
けでなく，きわめて競争的な性格をもったマーケティング・コストでもある
のである。この点はWallis and North に限らず，取引費用理論全般がもって
いる特徴であることは風呂氏が指摘しているところである51。
以上のような問題点は取引産業の取引費用についても当てはまる。商業の
取引費用はこの場合はすべての費用ということになるが，これは取り扱う商
品量の増大によって増加する。たしかに販売の困難性が増大することによっ
て販売費用が増大することは考えられるが52，これが以前には必要としなかっ
たモニタリングコストなどの相手の機会主義的行動を取り除くために生まれ
たコストの増大ではない。商業部門で増大する費用は，たとえば小売企業の
場合，消費者の機会主義的行動を抑えるためには投下されないのである。む
しろ商業部門では仕入先の機会主義的行動を抑えるために費用が必要になる
51 風呂「垂直統合と取引のパラダイム」56頁
52 森下氏は流通資本の潜勢的膨張傾向として資本主義の発展がもたらす生産量の増大や販
売の困難性の増加などを要因としてあげている。一方で同時に潜勢的な収縮傾向もあると
指摘している。これは生産の集中によって産業資本数と商業資本の取引数が減少するため
であり，産業資本が商業資本を排除する，あるいは産業資本が川下へ垂直統合することに
よって流通資本が消滅してしまうことが起こるからである。現実には膨張傾向と収縮傾向
の両方が合わさった結果があらわれる（森下，前掲書，183‐205頁）。森下氏があげている
販売の困難性は取引費用論でいう不確実性の増大とは異なる。作ったものが売れないかも
しれないという資本主義固有の販売の偶然性に対し，相手が機会主義的行動をとるかもし
れないという不確実性は，前者がモニタリングコストをいくらかけても減少しないのに対
し，後者は不確実性ゆえにモニタリングコストをかけるという違いがある。
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かもしれないし，また伝統的な商業経済論ではこの部門での費用はほとんど
考えられてこなかったといえるが，しかしこうした費用の増加が商業部門で
増大したすべての費用であるとは考えにくい。商業部門での取引費用の増大
を論じるためには，それが販売に向けたものか仕入れに向けたものかを区別
する必要があったのであり，商業部門で発生した費用はすべてが取引費用で
あったというわけではない。
金融・保険・不動産についても費用の増大はすべて取引費用の増大と考え
られているが，経済成長に伴う取引の増大によっても費用は増大する。金融
や保険は将来の不確実性に対処するために利用されることはあるだろうが，
この部門での費用の増大をすべて不確実性の増大に対処するために増加した
ものと考えるには，やはり経済活動の増加による増大部分が含まれるために
無理がある。不動産についても同様に考えることができる。前述した例のよ
うに個人間の不動産売買に機会主義による不確実性が付きまとい，そのため
に不動産業者を雇うことはあるだろう。しかしかつては不確実性が少なく現
代では大きいので不動産業者が存在するようになったと考える方向以外に，
取引数が増大したため不動産業者として自立的な存在となったと考えること
もできる53。そのため不動産での費用の増大をすべて取引費用の増大と考え
ることはできない。
公共部門についてもたしかに支出は増大している。しかしこの増大は，私
有財産制度や既存の社会秩序の安定を守るためにのみ支出されているとする
には，私有財産制度が昔より現在は脅かされる状態になっている，あるいは
昔は安定していた社会が現在ではより無秩序になりやすくなっているという
ことが前提である。かれらがこの研究を行った1970年代にはとくに私有財産
制度の維持と軍事費の増大は結びつきやすかったと思われるが，この時代で
も警察・消防や教育・公共輸送・公共サービスは生活スタイルの変化や分業
53 Wallis and North の論理ではかつてと現在では不動産取引の数は同一であり，不確実性
が増大したために多くの不動産業者が必要となった，あるいは不動産業者が多くの費用を
投下するようになったと考えることになるが，不動産取引が増大したために多くの不動産
業者が存在し，かつその不動産業者に物件の情報が集中することで（売買の集中），利用
が増大するという論理を考えることができる。
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関係の変化によって増大したと考えることができる。つまりかつては政府部
門でなく，共同体内部や民間部門で処理されていたものが，分業関係の変化
によって政府の役割となっているのである。こうした費用はもともと存在し
ないものが増大していったのではなく，かれらが計算できなかったものが現
在ではより顕在化していると考えることができる。したがって公共部門の費
用増大をすべて取引費用の増大に帰することはできない。
すべての部門で取引費用の対GNP比が計算され，この増大が取引費用の
重要性を物語ると考えられているが，対GNP比の増大は各部門の生産性伸
び率の格差によっても変化する。むしろ生産性伸び率が低いことが，商業や
サービス業，金融・保険・不動産などの拡大を説明する通常の論理であると
思われ，取引費用の重要性を直截に語るものとも言えない。
このようにWallis and North の研究は必ずしも取引費用の増大を実証した
ものとはいえない。もともとかれらの問題意識は新古典派に代表される経済
学が，取引にかかる費用を無視していることにある。そのため取引にかかわ
る費用が増大していることを示したものとしては一貫しているといえるので
あり，それが経済成長の結果であっても問題はないのかもしれない。しかし
ここでは不確実性の増大とそれへの対処としての取引費用の増大という現代
的な問題が考慮されていないことになる。取引費用理論の革新性は技術的連
関性のない垂直統合に取引費用面での経済合理性を見出すところにあり，取
引費用の増加要因は取引相手との関係における不確実性の増大なのである。
しかしWallis and North の取引費用は，個別に企業間関係を問題にしたわけ
ではなくマクロで集計されたデータを使っており，そのため不確実性要因の
ために投下される取引費用だけでなく，一般的な経済活動に必要な営業活動
に費やされる費用もすべて取引費用として計算してしまったのである。たし
かにこの費用さえ伝統的な経済学はゼロであると考えて理論化を進めてきた
が，取引を行うために必要な費用はすべて機会主義的行動の抑制のために使
われているのではないのである。
したがって取引費用が垂直統合を引き起こすほど大きくなっているという
ことはやはり実証されてはいないのである。
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Ⅳ 分業を規定する理論
前述したように取引費用理論では生産者と流通業者の技術的な差によるコ
ストの差は考慮していない。商業経済論では技術的な差は専門化の利益によ
るものであるため，生産を専ら行う人間と販売を専ら行う人間の差ではあっ
ても，生産者と商業者の差であるとは考えなかった。両者は生産者と流通業
者の販売効率に差があるかどうかでは違いがあったが，同様に技術的な差を
生産者と流通業者を分ける決定要因であるとは考えなかったことは共通して
いる。
これに対して取引費用理論と同じ新制度派に分類されるケイパビリティ論
は全く異なる説明を行っている。生産者と流通業者の分業が成立するのは，
互いの業務遂行能力（ケイパビリティ）に差があるためで，この差は専門化
の利益によって形成されるが，同時に高い経路依存性や組織学習の結果とし
て形成されるものであるというのである。
ケイパビリティ論はかつて分業関係にあったものが統合されたという歴史，
そしてそれが現在では分業関係に戻る傾向があると認識し，その分業関係を
かつての統合と同時に説明しようとするものである54。19世紀初期のアメリ
カでは多くの企業が小規模で，生産・流通システムは市場の見えざる手に
よって調整されていた。しかし19世紀に生じた輸送機関の発達は小規模で
あった市場を拡大させ，このことによって分散した工場での小規模生産は少
数の大規模工場で規模の経済性を発生させる方向に進んだ。小規模であった
企業が大規模な組織に変化するにつれて，所有者が経営する企業は専門経営
者が経営する株式会社に変わっていった。Langlois は「複数の経営者からな
る一団が複数の生産段階を統括的に監督するようになった。もちろんオペ
レーション・レベルにおいては，分業はかならずしも減少したわけではなく，
むしろ増加したといえよう。大規模株式会社の各部門におかれたそれぞれの
専門経営者は，以前は個々の生産段階を監督していた経営者に対応するもの
54 Langlois R.N. (2007), The Dynamics of Industrial Capitalism: Schumpeter, Chandler, and
the New Economy, Routledge,New York.（谷口和弘訳『消えゆく手―株式会社と資本主義
のダイナミクス』慶応義塾大学出版会，2011年）
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だった。経営機能の統合は，日常業務担当の経営者より上位の『コーポレイ
ト（全社）』レベルで生じた」と述べている55。つまり規模の経済性を実現す
るために複数の段階を統合すると，個々の段階を監督する人間の集まりとし
ての経営陣が必要とされ，それらは所有者一人では不可能なため，専門の経
営者が現れるという理屈である。
そして規模の経済性を実現するために，垂直統合が起こる。より大きな規
模の経済性のためにつながった段階での既存の組織にも変化が必要とされる。
だがそれを行うための取引費用が高くつくので，補完的な段階を統合したほ
うが経済的であるとき垂直統合が生じると説明される。しかしこのようなつ
ながった段階での既存の組織が変化に対応できなかったために垂直統合は生
じたとしても，それは垂直統合の起源を説明したに過ぎない。時がたって連
続した段階でも変化に対応する組織が可能になり，垂直統合が非効率となれ
ば次第に統合は解消されることになる。したがって垂直統合が続いていると
いうことは，「進化デザインの問題を適切にー少なくとも十分適切な形でー
解決しているから」と説明されるのである56。
かつてチャンドラーは，市場での取引（見えざる手）が統合された組織に
変わっていくことを visible hand と表現したが，Langlois はこの考え方を引
き継ぎながら，組織自体が変化していくことに注目した。つまりケイパビリ
ティ論は「資源やケイパビリティの集合体としての企業が，経路依存性や学
習の影響をうけて，時間の経過のなかで進化すると考える」のである57。
そのため垂直統合された組織が永続すると考えるのではなく，1980年代以
降はアウトソーシングやアンバンドリングという分業がうまれており，いっ
たんうまれた見える手は消えゆく手に変わりつつあると Langlois は考える。
55 ibid.（邦訳，112頁）
56 ibid.（邦訳，116頁）。Langlois はつながった段階（補完的段階）での変化をもたらすた
めの取引費用が高かったため，垂直統合が生じた例として，Porter and Livesay もあげて
いる食肉加工業（スイフト社）をあげている。ただ Longlois は垂直統合が生じただけで
なく，その統合された組織は，より効率的になるように進化したと考えるのである。
57 谷口和弘『企業の境界と組織アーキテクチャ―企業制度論序説』NTT出版，2006年，208
頁
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たしかに戦後のアメリカでは規模の経済と範囲の経済を追求した企業範囲の
拡張（統合）が進行してきたと考えてよいだろう。これを可能にしたのはモ
ジュール型の組織構造であると Langlois は考えている。
つまり株式会社は「部門というモジュールが複数集まってできた混合物な
のだとすれば，企業としての特化という考え方を論理的に拡張してみると，
無関連部門ばかりか垂直関係をもつ部門をも分離することが」できる58。そ
れは「ある生産プロセスを構成する垂直段階のどれもが，類似的なケイパビ
リティを必要としているというのは，まったくありえない話」だからである59。
各生産部門や流通部門で必要とされるケイパビリティは異なる。そのこと
は昔から変わらない。しかし継起的な段階のケイパビリティを利用する際の
コーディネートするコストが変わってきた。かつてはこのコストが高く，そ
のため垂直統合が行われた。しかし現在ではモジュール型の生産が一般的で
あるため，インターフェイスの確保ができれば，外注してもコーディネート
に問題が生まれにくく，その意味でコストが下がっているため，外注が一般
的になったと考えているといってよいだろう。
ケイパビリティ論は，一度は見える手を経由しているために，外注などの
分業によって市場取引が現れたとしても，それを見えざる手の出現であると
は考えない。かつての見えざる手の段階でも誰かのコーディネーションは必
要であった。しかし現在では仕事の流れがかなり緊密にコーディネートされ
ていなければならない。「モジュール型システムは，古典的な大量生産の特
徴である高スループット型技術と同じく，標準化を必要とし，標準化によっ
て生み出されるものでもある。だが，製品・プロセス自体を標準化する古典
的な大量生産技術とちがい，より抽象度の高いもの―ゲームのルール（中略）
－を標準化している」のである60。つまり参加者はこのルールに従って，互
いの諸活動の伝達を行う必要がなくなっていることが分業を可能にしている
のであり，かつての市場における価格というシグナルで行動を決めているの
ではないことになる。
58 Langlois, op.cit.（邦訳，134頁）
59 ibid
60 ibid（邦訳，138頁）
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Langlois はコーディネーション費用が低下したことは分業を可能にする条
件であると考えているが，しかし分業がなぜ生じるのかということについて
はケイパビリティの差に求めている。取引費用理論が誤っていた点は「ヒエ
ラルキーによって入手できると期待されるのと同じケイパビリティが契約を
つうじて入手できる，という仮定」を置いたことにあると述べている61。こ
れは垂直統合する場合も同様で，取引費用が高いから統合したのではないと
考える。谷口和弘氏はGMによるフィッシャー・ボディの統合を例に取引
費用理論を批判している。通説ではこの垂直統合はGMがホールドアップ
問題の解決や取引費用の節約といった取引費用理論に適合する理由で行われ
たとされてきた。しかしこうした理由はあったが，これ以外の理由もあった
とケイパビリティ論は考える。GMはフィッシャー兄弟（フィッシャー・ボ
ディの経営者一族）がボディ製造に関して保有していた特殊な知識やスキル
というケイパビリティを獲得したいという理由で統合を行ったというのであ
る62。
ケイパビリティ論によれば，取引費用理論では垂直統合した場合の自らの
能力が高く，取引先の能力が低いと考えていることになるが，これは逆に契
約によって入手できる能力を，垂直統合した自らが行うことができると取引
費用理論が想定していると考えた方がよいであろう。取引費用理論の重要視
したことは，業務の効率性が原因で統合が生まれるのではなく，取引費用の
多寡によって生まれると考え，垂直統合の合理性を説くことにある。だから
統合される部分の効率性の程度は問題とされなかった。しかしケイパビリ
ティ論では，この統合される部分の能力が問題とされる。能力とは効率性と
いう面だけでなく，垂直統合する主体にとってどれだけ有効であるかという
点を含んでいる。
いずれにしてもケイパビリティ論では，垂直統合する場合は垂直統合され
る部分のケイパビリティが高く，それをコーディネートするには垂直統合の
61 ibid（邦訳，152頁）
62 谷口，前掲書，209‐213頁。GMは当初，フィッシャー兄弟をフィッシャー・ボディか
ら引き抜こうとしたが果たせず，株式を取得して統合したのち，兄弟を取締役会に加えた。
谷口氏はこのことを指して兄弟のケイパビリティをGMが求めたと考えている。
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方が効果的であるため，そして現在のように分業関係になっている場合は，
垂直統合されていた部門のケイパビリティが高く，それをコーディネートす
るためのモジュール型組織が効率的であるためと説明されている。統合する
側と統合される側が，実際に統合されるかどうかは別にしてケイパビリティ
に差をもっていること想定しているのである。
GMのフィッシャー・ボディの統合の例のような，製造業の間の，あるい
は製造業の中の分業がいかにして形成されるのかが企業の境界問題の中心で
ある。製造業以外の流通やサービス業もまったく製造業内の分業と同じ論理
で製造業から分割されていると考えている。
製造業内でも製造業と流通・サービス業との間でも，この議論で留意しな
ければならないことは，垂直統合したからといって統合された部分は，統合
した本体部分にだけ製品やサービスを提供すると考えていないことである。
このような状態が一般的であるとは思わないが，全くないわけでもない。先
のGMの例ではフィッシャー・ボディのケイパビリティを使うために統合
したのであれば，競合他社にそのケイパビリティを使わせないことが考えら
れるが，規模の経済性の問題で，自社だけでは十分に生産コストを低下させ
るだけの量を必要としない場合は，他社にも販売することは少なくとも論理
的にはありえる。
だがもう一つ留意しなければならないことは，こうしたケイパビリティの
差はどの程度固定的かということである。単純にいえば取引費用理論はケイ
パビリティの差はあるとしても，それはある程度の時間で学習することが可
能な移転できるものであると考えているのに対し，ケイパビリティ論はより
移転が困難であることを前提にしている。たしかにケイパビリティは時間の
経過に伴ってほかの主体へと普及し始めることを Langlois は指摘している。
それが最終的に市場（取引費用理論では契約）を生成させるのである63。し
かしケイパビリティが容易に移転してしまうのであれば，そもそもこの議論
は成り立たない。ケイパビリティは経路依存性をもって作られている暗黙知
なのである。
63 Langlois, op.cit.（邦訳152～153頁）
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ただ卸・小売業を考えた場合，以上のようなことは少し異なってくると思
われる。伝統的な商業経済論で前提とされていたことは，一つには製造業者
による直接販売や，製造業者によって系列化されている卸・小売業の場合は，
その製造業者の製品しか取り扱わないということである。製造業者が直接販
売する場合は完全に垂直統合が成立していると考えることができるわけだが，
商業経済論ではこれは販売者の数と購買者の数が少なくなって商業資本を利
用しない方が効率的である場合（商業資本の消滅）か，自分の商品だけを自
分が思うように販売してくれるわけではない製造業者が商業資本の社会性を
取り除くために行う場合（商業資本の排除）かになる。後者はもちろん，前
者の場合でもすでに直接販売の方が効率的であるから直接販売を行っている
のであって，規模の経済性の点で非効率だから他社の製品も取り扱うという
ことはない。
また伝統的な商業経済論では商業のほうが，製造業者自らが小売業務や卸
売業務を行う場合より効率的であると考えてきたが，このケイパビリティは
専門化の利益によって説かれてはいないことは前述した。経路依存性によっ
て作られているわけでもない。商業経済論では卸・小売業の効率性は「売買
の集中」によって形成されていると考えている。そのためには商業は多数の
生産者の製品を取り扱う必要があり，特定の製造業者の製品を取り扱うだけ
では効率性は制限されざるをえない。これが，商業部門が生産から独立して
分業関係に入る理由であって，製造業者ではこれはなしえないのである。し
たがって商業部門ではその部門特有の技術があるとしても，それは分業を規
定する理由としては重視されず，論理的には移転可能な技術と考えられるの
である。
これは製造業者間の分業を規定する論理と異なっている。製造業者間の分
業について商業経済論特有の解釈はないと考えられ，技術的要因に基づく分
業と考えているといってよいだろう。しかし製販の分業についてはそれとは
異なった論理を用意しているのであり，製造業間の分業が生産技術の移転困
難性に基づく分業であり工程間分業であるのとは根本的に異なる社会的な分
業の説明をしているのである。
一方でケイパビリティ論はGMとフィッシャー・ボディの例でもわかる
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ように，多数の取引相手との取引を想定して論理が作られていない。現実は
アトミックな競争は存在しないという点では，この想定に問題があるわけで
はないのだが，しかし製造業者間で行われる取引と分業は，製販で行われる
取引と分業と異なった論理で行われていると考えられる。それは卸・小売業
のケイパビリティが単に専門家の利益と経路依存性によって形成されている
のではなく，多数の生産者の製品を取りそろえるという「社会的」な市場と
なることによっても形成されているからである。これは単に規模の経済性に
よる効率性ではない。いわば範囲の経済性によって集客力を上げ，販売を容
易にするという効率性なのである。
ケイパビリティ論が製造業における分業の論理として妥当であるとしても，
製販の分業はこの論理だけで説明されるものではない。これは取引費用理論
にも当てはまると思われる。単に垂直統合する企業の販売部門と，統合され
る業者の専門性，両者間の費用だけを考えていては，統合される業者の効率
性は理解できないであろう。アウトソーシングされるサービス業務が，規模
の経済性のために多数の製造業者を媒介するということとも異なり，多数の
製造業者を媒介することで範囲の経済性を生み出す点でもサービス業とは異
なる。風呂氏が述べていたこととは異なるが，サービス論的商業論には欠点
があるのである。
Ⅴ 結びにかえて
本稿では取引費用理論やケイパビリティ論などの新制度派の考え方と，伝
統的な商業経済論の考え方を比較してきた。大きな違いは商業経済論が製販
分業の説明の際に基礎に置いた「売買の集中」を，製販のケイパビリティ格
差の原因と考えるかどうかである。たしかに不特定多数の業者と取引する製
造業者も流通業者も現在では想定できない。その意味では取引費用理論やケ
イパビリティ論が想定する，いわば私的な分業の説明としてはありうること
である。しかし不特定ではないが，かなり多数の業者と取引をする小売業者
は一般的である。製造業者にとってそうした流通業者は効率的であるため，
小売段階まで垂直統合している例はさほど多くはない。しかしなぜ効率的か
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という理由が根本的に異なるのである。
製造業内での垂直統合は例が多いのに対し，小売段階までの統合は例が少
ないことは，2つの理由が考えられる。一つは小売技術が生産技術よりはる
かに移転が困難であるということである。もう一つは小売技術の問題ではな
く別の理由で統合されていないというものである。ケイパビリティ論では前
者の説明となり，取引費用理論や商業経済論では後者の説明となる。また取
引費用理論は小売と生産の間に長期にわたる販売効率の差を考えないので，
統合費用の方が小売業者が機械主義的行動をすることによる費用より高いこ
とが多いという説明になり，商業経済論では「売買の集中」により技術以外
の要因による効率性の差が生まれているためということになる。
つまり問題は「売買の集中」による効率性の差なのである。論理的には商
品買取資本を投下しなくても「売買の集中」は出現する。売買操作資本を投
下するだけの代理商でもさまざまな製造業者の製品を取り扱うことは可能な
のである。この場合は商業をサービス業的にとらえることが可能になり，取
引費用理論かケイパビリティ論の論理で説明することができる。しかし商業
経済論では代理商を典型的な商業とは考えてこなかった。それはおそらく製
造業者からすればなんの販売方法の制限や要望もなしに，代理商に販売を依
存することが，消費財の場合に考えられなかったからであろう。個別の製造
業者の要求に沿った販売方法をとる商業は，すでにその自立性を制限されて
いる状態であると考えられ，純粋に社会的な市場としては機能していないと
考えられたのである。そのため「売買の集中」は商品買取資本の機能とされ
た64。
64 現在では通信販売業者の中に仮想商店街を開設し，自らは商品を買い取らない業者がい
る。これでも「売買の集中」は発生していると考えてよいだろう。かつては商品を買い取
らない商業者のもとに多数の生産者の製品が集まることはなかったため，「売買の集中」
は商品買取資本の機能であったが，現在ではそれが変化したといえる。しかし店舗小売業
については現在もかつてと同様に考えることができる。ネット通販では「売買の集中」は
販売業者の集中によって生まれることがあり，現在でも店舗小売業では商品買取資本の投
下によって生まれる。ただしネット通販ではこれまでになかった別の分業が生まれている。
アフィリエイトのような業者はかつて企業内にあった広告業務が，業者として独立し社会
的な分業関係に入ったものである。
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製造業間の分業と製販の分業を同じ論理で考えられるかどうかは，この「売
買の集中」をどう評価するかにかかっている。現在では「売買の集中」のか
たちは商品買取資本によるものばかりではない。また商業経済論で考えられ
る自立化という製販の社会的分業の説明は，いわゆる自由競争段階のもので，
そのままの形では現在の製販の分業と協調を説明するには不足しているかも
しれない。商業経済論においても製造業者の流通の統合を，商業資本の排除
といったいわば私的な分業関係で説明してきた。社会的な状況を説明するの
は配給概念である。この概念もその集計水準についてのコンセンサスが得ら
れているとは言えない。現在の状況を社会的分業として説明する道具は未だ
に作られていないといえる。
しかし「売買の集中」を取り除いた論理では，十分に流通部門の効率性の
理由を説明できていない。分業関係が成立しているからといって，小売技術
が移転困難であるとは一概に言えない。その点では商業経済論は未だに説明
力があると考えられる。しかしケイパビリティ論が問題とした分業の進展は，
商業経済論の中にはないと考えてよい。そのため「売買の集中」の現代的な
形と意味について，再考する必要があると思われる。商店街や「まちづくり」
の問題について，「売買の集中」を再考する必要は述べられているが65，チャ
ネル論においても，それは必要なのである。
65 石原武政『商業組織の内部編成』千倉書店，2000年。石原『小売業の外部性とまちづく
り』有斐閣，2006年。もっとも店舗そのものによる流通時間の短縮，流通費用の節約は，
商品買取資本以外の売買操作資本の効果と考えられる。
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